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竹川慎吾
はじめに
昨年来筆者は，芳賀健一助教授とともに「労働組合の地域的活動に関する研究J の題目の下に調
査を実施してきた。当面の対象を協力の得られた石川県労働組合評議会およびその傘下の労働組合
とし，間き取り調査を実施し，種々の資料の収集を行ってきた。石川県評を中心とする傘下の労働
組合・労働者の運動は，火力発電所建設反対闘争，原子力発電所建設反対闘争，地域春闘，パート
110番等々の運動を精力的に展開してきた。まだ調査は継続中であるが，現在のところ， 1973年より
闘われてきた反火電闘争にまず焦点を合わせて，闘争の経緯とそこにおける住民および労働組合・
労働者の活動と機能を明らかにしようとしている。そこで，この調査研究にあたってのわれわれの
問題意識を，まずここで明らかにしておこうと思う。
【1]曲がり角にある労働組合運動
日本の労働組合運動が大きな曲がり角を曲がりつつあることは，種々の意味付けがあり，また，
それぞれの立場の相違もあるが，衆目の一致するところである。分割・民営化の攻撃の中で苦悶す
る国鉄労働者と国鉄のそれぞれの労働組合が，その方向性をめぐって大きな動揺を経験せざるをえ
なかったことは，まさにその現れである。この曲がり角の解明はここでの本旨ではないが，曲がり
角を迎えざるをえなくなった諸要因については，仮説的にも触れておくことが必要であろう。
すなわち，
第ーには，輸出拡大に先導された圏内投資の活発化による高度経済成長が終意し，国際経済摩擦
の織烈化と対日批判そして円の高騰によって，戦後日本資本主義の既成路線が問い返されているこ
とである。
第二には，その経済環境の変化のなかで，なお輸出依存の資本主義構造を維持しつつ生き延びん
がために産業構造の転換を余儀無くされ，業種転換，人員整理，工場閉鎖などの合理化が進行して
いることである。
そして第三には，戦後日本資本主義に迫られている路線転換は，一方では政治的な戦後見直し論
を伴なった行財政改革となって現れ，他方では戦後労資関係のドラスティックな転換を迫った。
労働組合運動がこうした転換点にあっていかに対応したかが，第四の要因である。すなわち労働
戦線統一論議の行方である。すでに総評，中立労連，同盟の民間労働組合による全民労協は， 1987 
年秋に一本化し「全日本民間労働組合連合会(連合)Jを発足することを確認した。この労戦統ーが
選択した方向性は，高度成長期に負の要素を持って形成された労資協調的な労働組合運動の路線を
踏襲するものであったと，筆者には思える。負の要素とは，一言にしていえば，労働組合運動の中
央集権化と組合民主主義の形骸化である。「連合」の成立に至る過程において，はたしてどれほど下
部労働者の意見が聞かれたか，また生かされたか，ナショナルセンターの幹部指導者によって事は
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運ばれたのではなかったか。つまり，転換点において求められていたのは，この負の要素の克服の
方向であり，現場の実践を担う労働組合運動活動家の問題意識もそこにあったはずである。このよ
うに負の要素の克服とは逆の方向に進みつつあることこそが，第四の要因の内容なのである。
曲がり角の要因としてはその他にも多く指摘されよう。たとえばコンビューター化に代表される
技術の転換が労働に及ぼす影響や，高齢化社会の到来に伴う諸問題，「新人類」などと呼ばれる青年
層との意識のギャップ，労働組合組織率の低下などである。
これらの諸要因それ自体をこの調査研究では問題とするわけではないが，労働組合の活動には，
労使関係内部における労働条件をめぐる運動(産業内闘争)や政府を相手として制度・政策要求を
行う運動のほかに，地域における諸問題を出発点として地域住民と共に企業や政府・地方自治体を
相手とする地域闘争の領域があることを再確認し，その現代的意義を検討すること，そしてそれを
通して，上記の諸要因のなかに置かれた労働組合の方向性を，部分的にではあれ明らかにすること
を課題とする。
労働組合の地域的活動に関しては，あまり多くの研究蓄積はない。過去の蓄積の多くは，労働組
合の産業内闘争を地域的に闘うことを問うものであったと思われる。幸いにも『季刊労働法.0 (総合
労働研究所刊)は， 1983年冬号より「地域労働運動の展開」という統一標題のもとに七名の筆者に
よる論説を10団連載してきた。この諸論を検討することをもって，「労働組合の地域的活動に関する
研究」の序論としたい。
[11】地域労働運動論の検討にあたって
「土也域的労働運動」あるいは「労働組合の地域的活動」と称するとき，検討されなければならな
い課題は多岐に渡るであろうが，論点を整理すれば，次の諸点、になるだろう。
( 1 )労働組合の地域的活動とは，どのような活動を内包しているのだろうか。
( 2 )地域的活動として今日どのような課題が設定されるべきだろうか。
( 3 )地域的活動のための組織を形成し，運動を進めていく上で，考慮されるべき運動論上の問題
はなにか。
( 4 )本来は最初に指摘されるべきであるが，地域的活動の理念，あるいは，階級闘争の総体のう
ちにどう位置付けされるのか。
これら四つの論点のうちでも，われわれは理念の問題にはあまり立ち入ろうとは思わない。運動
論が語られるとき，運動の現実の中から論が立てられるのではなく，理念のみが先行することによ
って，運動の現実からはし功ヨにもかけ離れ，「一体そのような理念を持った運動をどう現実化するの
か」という疑念が湧く場合がしばしばある。あるいは，運動の現実が余りにも否定的状況にあるた
め，論がますます理念化してしまうこともある。また，理念化された論がお題目のごとくに語られ，
建前と化し，単なる空語となっていることもしばしば経験するところである。いいかえれば，実践
されるべき運動の理念はすでに有り余るほどに存在していると考えるべきであろう。
高木氏も現実とのギャップを指摘されるように，問題は，運動の現実と理念とを結合する媒介項は
運動の現実のより綿密な検討の中から，評価すべきものを評価し否定さるべきものを否定すること
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以外にないということである D 当り前のことだが，労働組合運動は現実社会の中で実践されなけれ
ばならない。一般的に言って，理念の先走りをもって「思想の不在」を埋め合わせるもののごとく
に語るのは，現実を忘れた「思想家」に任せておこう。
したがって，われわれは実践された運動の現実に固執すべきだと考える。その具体的実践の綿密
な検討の中からしか，理念への懸け橋は見出しえないと確信するのである D
なお，上記の四つの検討事項は，当然のことであるが，各々の論者において関連して述べられて
おり切り離せないものである。したがって，以下の叙述も一応四つの検討事項に沿って書かれてい
るが，論議をきっぱりと四つに裁断できずそれぞれを関連させながら検討し，われわれの問題意識
を明らかにしていくこととする。
【II】労働組合の地域的活動とは。
「土也域的労働運動」あるいは「労働運動の地域的活動」といった場合にもその意味するところは，
論者によって異なる。しかも，その意味内容が明示されていない場合もある。そうした中にあって，
高木郁朗氏は次のように指摘される。
すなわち，従来の地域労働運動の観念からすれば，昭和20年代の「地域闘争」にせよ，「地域ぐる
み闘争」にせよ，春闘下における「地域闘争」にせよ，「産業や企業というたての流れがあり，その
たての流れの中に『地域」のエネルギーを戦術として吸収していこうという考え方が中心となって
いた」と。そして高木氏は，大原将爾氏による総評運動方針の要約を引用しつつ，そこでいわれる
地域労働運動が，「かつてのように，産業や企業のたての系列での『労働者』の諸条件を『補完』す
る動員戦術ではなくなったとしても，『労働者』固有の地域問題が存在していることはこの『方向』
の中にも示されるのであって，方針上，限定されたあるいは全面的に『市民』と重なる，『地域生活
圏』という視点で一元化されているわけではない。」とされる。
つまり，高木氏の論点、からすれば，まず，「労働者」固有の課題に発する地域動員型の運動と大原
光憲氏のいわれる「地域生活圏」という視点、からの運動とに別れる。前者には，さらに企業・産業・
職場という労使関係に発する課題を地域的な労働組合の連帯をもって闘い，そこに労働者の家族を
も含む地域住民を動員していく場合と，平和問題や政治課題などの国民レベルの問題を労働組合の
主導の下に地域的全国的に動員していく場合があった。
だが，高木氏は後者に分類されるであろう運動の不在を指摘されるのである。こうした視点は多
くの労働組合関係者に共通の発想のように思われる。しかし，はたして労働者に固有の地域問題以
外に労働組合は問題にしてこなかったのだろうか。われわれは決してそうではないと思う。すなわ
ち，公害問題に典型的に表現される闘争は，いわゆる地域の生活者の要求に発した闘争であった。
それは，大原光憲、氏が指摘されるように，市民運動・住民運動に立ち遅れたと言えようが，労働組
合が積極的に関わった事例は多く存在する。そこでは労働者が生活者として関わったのである。た
だ，その場合には労働者が一人の住民として運動に参加する場合と，労働組合の一員として参加す
る場合において異なり，労働組合が参加することによって，住民の真の要求が反らされる場合があ
ったことには注意が必要である。それは労働組合が「動員」という参加の仕方を取ることによって，
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運動内部において労働組合の量的な比重が高くなり，その結果運動の方向を労働組合の方針が左右
することとなり，出発点であった住民あるいは住民としての労働者の意向が運動の中に生きていか
ないことがしばしば発生し，時には労働組合に裏切られたという実感を残してしましh それが労働
組合に対する不信となって残るのである。この意味においては，公害闘争などの場合も地域動員型
に陥る傾向を持っていた点で，高木氏のいわれるように，「地域生活圏」という視点に一元化されて
いたわけではなしh と言えよう。いずれにせよ，このように市民運動・住民運動として開始された
運動に，労働組合が一定の価値観の下に共同闘争を組むという形態がすでに存在しているという事
実を，われわれは重視したいのである。それは，大原光憲氏の論文において，また，高木氏の論文
の後段において指摘された「地域生活圏」の形成を目指す新たな運動として，市民・住民と共に労
働組合が地域生活圏のあるべき姿を追求するものであった。ただ，高木氏が言われるように「つく
る論理」を欠いていたことは事実だが。
【IV】労働組合の地域的活動の運動課題
地域的活動の課題と言った場合にも，先の理念の問題と同様の傾向がある。つまり，課題は理念
と連続性を持っているため，それが現代において重要だからといって過大な課題を設定することを
主張したとしても，運動の現実とのギャップに打ちのめされるか，建前として棚の上に祭られるこ
とに終る。これはあまりにも悲観的にすぎるのだろうか。
社会の現実からすれば労働組合が取り組まなければならない課題は，無数に存在するのである。
『季刊労働法』に連載された各論者も，それぞれに今日あるいは将来に向けて取り組まねばならな
い課題を指摘しておられる。それらを一応整理しておこう。
①大原光憲氏の「地域生活圏」形成論
大原氏はまず今日の市民生活の現状認識とその問題を指摘される。すなわち，政府の国土総合開
発政策と企業による都市開発政策は，「共同消費領域への企業・政府政策の直接的干渉」をもたらし
ている。それは私的消費を拡大させ，資本による地域生活圏に対する支配を促進し，他方，共同消
費領域の整備を遅らし，共同消費手段および公的サーヴィスの不足に対する不満を高める。地域共
同体は連帯性を失い，政府は「上からの」コミュニティ対策として，地域有力者層を再編強化し既
存の地域組織を補強する。さらに，大都市圏では水，みどり，土地，大気などの地域資源が破壊さ
れる。かくして，「今日の企業・政府の地域政策は，以上のように，きわめて強力な管理体制を通じ
て，市民の地域生活圏を資本の私的消費市場として組織・管理することによって，市民自治・地方
自治の権限を奪い取ってしまっているのである」。
70年代に入り，広範な市民の抵抗運動が起こり，「社会的な幣害をもたらす可能性のあるホ私的選
択もは社会化すべきである。」と主張し始めた。市民運動は種々のパターンを持って現れ，市民参加
の方式を考案し，市民自治の権利を主張した。他方では，革新自治体が成立していったが，こうし
た動きに労働運動は立ち遅れ，市民運動の側からスケジュール闘争や組合エゴイズムに対して批判
を浴びることになった。他方，行財政改革と合理化攻撃にも直面し，労働組合は質的転換を迫られ
ている。地域住民を動員しようとする運動には限界があり，国民春闘も労働組合要求への偏りが見
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られた。労働者固有の問題と生活者としての労働者の問題をつなぎ，市民生活と結び付いて市民運
動と連帯する運動が求められる。そのため労働組合には，専門職業人としての組合として自立し，
専門性を通じて社会的責任を果して行くことが要求される。また，地区労等の地域組織も上からの
方針を実践するだけでなく，自立して地域とともに進む運動が求められる。「勤労協」の運動や「地
域生活運動センター」にはそうした運動を進めていく上で大きな期待が寄せられる。
以上のような論理を展開された上で大原光憲氏は，今後の理論的・運動的な課題として四点を指
摘される。
第一に，「地域生、活運動」と「地域生活圏形成の運動」との違いを明らかにすることを主張され
る。前者はサーヴィスの要求と施設づくりの運動であり，それらは総合的・体系的に地域生活圏形
成の運動 Iまちづくり」の運動に集約され，自治体改革に向かうものでなければならない。
第二には，社会的・公的職業に従事する専門技術労働者は「まちづくり」を市民から信託された
者としての認識を持たねばならない。そして，利用者，関係者，専門研究者との共同作業を通じて
政策を立案し，実施する運動を担わなければならない。
第三に，とくに大都市圏では「生活者」の精神的・文化的ニーズを考慮すべきである。そこでは
自由な諸個人の自治的連合を形成する可能性を追求すべきである。
第四に，労働組合は種々の諸団体との連合方式を追求し，「まちづくり協議会」を組織するよう努
力すべきである。この組織を通じて，「自らの地域生活圏を組織・管理し，地域文化を創造していく
運動こそ，今日的な意味での階級闘争なのである。」
以上，大原光憲氏の論理をかなり全体的に要約し紹介したつもりであるが，氏の論理が今日の「地
域的労働運動J の主要な主体となっている総評傘下の労働組合運動の論理となっているからである。
それは，大原将爾氏や森尾昇氏の論文にも共通するものである。
ここで大原氏の「地域生活圏」形成の運動の主張から，いかなる運動課題が摘出されるかを考え
れば，それは労働者・市民の生活のすべての領域が対象になりうるということであろう。ただ，今
日的に言えば，政府による国土開発政策や資本による都市開発がもたらす生活の共同性の破壊，共
同消費手段および公的サーヴィスの不足，環境の破壊，そして国家・資本によって組織・管理され
ることによる市民自治・地方自治の危機，これらに表現される状況に対抗して，「労働者・市民の生
活ニーズに応じて，民主性，地域性，総合性の原則にもとずいた『まちづくり』を行うこと」を課
題とされた。
②北川隆吉氏の「地域・自治体・労働運動」
北川氏は上記の表題の下に三回に渡って連載されている。氏の中心的テーマは二つで，第ーには，
現在進行中の政府による国土開発総合計画(いわゆる四全総)が目指す方向性とそれを巡る議論の
中から地域とくに都市地域の再開発が自治体および市民生活にどのような問題を投げかけてくる
かである。第二には，行政改革の動向である。そして，労働組合運動に関しては主に自治体労働者
および自治労の運動について論究しておられる。四全総の方向性についてはかなり詳細に紹介され
ているが，おおまかには大原光憲氏の論調と似通っているのでここではとくに省略する。ただし，
行政改革の方向性について触れられた中で，自治体における0・A化問題が取り上げられているこ
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とは注意しておこう。それは，自治体労働者に関わる労働問題であると同時に，住民管理の強化，
プライパシー，さらには情報公開の問題として注目されている。
③北条秀衛氏の「地域づくりと社会教育」
北条氏のこの論文は，まさにわれわれが求めている労働組合の地域的活動を追求する具体的な報
告である。行政改革の進行と教育臨調の論議の中で，「権利としての社会教育J= r自立的な文化・
学習活動」を排斥し，「教化的社会教育J r国家主義的社会教育の再編」の方向が日々強められてい
くのに対抗して，大原光憲氏のいわれる「専門技術労働者」としての自治体労働者・自治労を中心
とする地域労働者による「地域生活圏闘争」の必要性が強調されている。
先にも述べたが， r j:也域生活圏闘争」の運動課題は生、活の総体に関わって無数に存在しうる。大原
将爾氏の報告にも総評傘下の地域労働運動が具体的に関わって闘いつつある諸課題が，多岐にわた
って紹介されている。それらの諸課題のほとんどは，今回転換をよぎなくされている日本資本主義
の状況下で，資本と政府が提起してくる政策への抵抗運動として総体的統一的に把握されるもので
ある。しかし運動の現場で地域活動に参加している労働者・住民にとっては，当該の個別課題こそ
が勝負が決まる場なのである。もちろん，勝敗によって運動を単純に評価することはできない。資
本主義体制下にあっては，主体形成と運動の持続・発展という視点からみた「負け方」こそがもっ
とも重要な評価点であろう。したがって，北条氏の報告のような，個別課題をめぐる問題提起と運
動の進め方とその発展および労働組合の役割についての報告こそ，今日もっとも求められているも
のである。(北条論文では，紙数の関係もあったのであろうが，運動そのものの展開についてより具
体的な報告が欲しかったが。)
先に石川県で開催された「地域労働運動を強めるための第九回全国集会」をわれわれは傍聴した
が，残念なことにその集約の立場は，労戦統一を迎えて「連合」内部において総評の指導権をいか
に高めるか，にあった。発想が逆転していると言うべきであろう。つまり，そこに参加した多くの
地域活動家の問題意識は，もちろん総評の指導権を高めるということもあったであろうが，この集
会については，それぞれの抱える個別課題をいかに成功的に達成していくかにあったはずである。
労働運動総体の中で総評の比重が高まることは，運動の結果であって，決して目標であってはなら
ない。まして，市民運動・住民運動あるいは地域の諸国体との連合を求めつつ地域的労働運動を追
求しようとするのであれば，個別課題の達成の成否とその過程こそが最重要課題でなければならな
い。そうであれば，「全国集会」はより詳細な北条報告を各個別課題について生み出していく端緒と
なる集会でなければならないだろう。
【V】労働組合の地域的活動はどのように進められるべきであり，どのように進められてきたか。
われわれの問題意識の中心はここにあるが，まず大原将爾氏の「総評・地域労働運動」論を要約
しておこう。
大原氏は，総評の組織部長の立場から，主催されてきた「地域労働運動を強めるための全国集会」
を中心とする地域労働運動について，総評の地域運動を総括的に報告されている。過去の経緯と対
象とされてきた諸課題が概括され，運動への反省と問題点が指摘されている。運動論上注目すべき
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点を要約すれば，以下のように整理できょう。
①地域労働運動は，「産業別労働組合を中心とした産別『タテ』の運動にたいしてJ I全国の地・県
評を中心に地区労において担われる『ヨコ』の組織の運動や闘いの総称」である。
②「地域労働運動を強めるための全国集会」は，総評労働運動を通じた地域共闘の強化拡大を追求
するものとして1978年以来年一回開催されてきた。
③総評の地域労働運動は， 74年の国民春闘の開始と日本経済の低成長への転換を契機に，その役割
と重要性が一層質的に高められた。つまり，一方では政策・制度要求を掲げるなかで，不安定雇用
労働者，高齢者，年金生活者，身体障害者，難病患者などの生活保障を重要な要求項目として掲げ，
対政府交渉とともに自治体をも交渉対象とし，それらの広範な勤労諸階層との連帯共闘が追求され
た。他方では，低成長下における産業別労働運動の地盤沈下のもとで，国民春闘が地域春闘へと発
展した。かくして，地域労働運動は産業別共闘の補完物ではなく，独自な闘いと新たな闘いの領域
を切り開くものとなった。
④しかし，この方針にもとずいて総評は種々の課題を追求したが，春闘では「経済整合性論J I賃上
げ自粛論」を撃ち破れず，経営参加，経営協議会，あるいはZD，QCサークルなどの自主管理運
動と生産性向上運動への協力という労資協調による企業主義への転落を防ぎえなかった。
⑤そうした春闘における連続敗北や，技術革新・産業再編成の下での企業間競争に分断を余儀なく
されていく企業別労働組合の限界に対し，試行錯誤を繰り返しながらも，産別闘争と共闘を組みつ
つ，自立し地域に根ざした独自の闘いを展開することによって自らに挑戦しているのが，地域労働
運動の現状であろう。
以上，不十分ながら大原将爾氏の報告を要約したが，氏の報告によって総評を中心とする地域労
働運動の全体像を鳥敵することができる。ここにおいてわれわれにとって問題なのは，第一に，今
日の情勢下にあって運動論として求められているものが，諸課題聞の論理的関係を明らかにして「タ
テ」と「ヨコ」の運動を結合していく論理を求めることであるかどうかである。
高木氏もこの結合を重視される。したがってまず「労働者」固有の地域問題から地域労働運動の
課題が検討され，さらに「タテ」と「ヨコ」の系列の運動が対等な，並列的な位置をもつこととな
ったとの大原将爾氏の指摘を認められる。そしてこの事実をさらに進め，歴史的にみれば「資本主
義としての産業社会の進展は，企業を中心とする産業社会への地域社会の従属の発展であったJ，し
たがって「地域社会とは並列的ではなく，職場社会で実現されるべきものが，じつは地域社会の論
理のほうにあることが見落とされてはならない。」そして「地域生活圏」の論理は，「産業や企業の
あり方を制御していこうとする発想をもってJおり，「地域社会が産業社会と対等な交渉をおこなえ
るということを意味するだろう。」と指摘された。そしてさらに高木氏は，「つくる論理としての労
働運動」を主張された。だが，こうした指摘につづいて氏は，このような展開は「一種の理想型」
であり，「現実とのギャップをどのように埋めていくかがもっとも重要な課題となるであろう」とさ
れた。
われわれが問題としたいのは，まさにこのギャップである。 [II】において指摘したように，われ
われは高木氏とは事実認識が異なる。つまり，地域の生活者の要求に発して労働組合が関わった闘
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としての論理を徽密にするこしたがって「理想型」すでに多く存在したという前提に立つ。争は，
とも必要であろうが，過去にあったそれらの闘争をより綿密に検討することが問われていると考え
それが理想ではあろるのである。「タテ」と「ヨコ」との系列の運動を結合するという問題意識も，
しかし，運動の現実を検討してみれば，両者の結合を前提あるいは目標として「地域生活圏」つ。
闘争を進めようとするならば，逆に，「タテ」の論理が「ヨコ」の論理を圧倒しかねないという現実
を理解することになるだろう。つまり，両者の結合は，【I】で触れた理念と同様に，両者の運動の
並列的な展開の過程で，追求することが必要なもの，あるいは徹底した組合民主主義にもとづく運
動の結果として生まれてくることを期待されるべきものなのである。
したがって，現実の検討からはつぎのよう問題は個別課題を成功的に達成すること自体である。
な結論が抽出されるかもしれないのである。すなわち，
そのため，労「タテ」の論理が「ヨコ」の論理を圧倒しないようにすることこそが重要である。
働組合は，傘下の労働者が「ヨコ」の論理にもとずく運動に参加することをけっして妨害せず，彼
らが組合において意見を述べる権利を認め，組合員がそれを支持するときにはその総意にもとずい
て支援の体勢を組む。あるいは，市民からの問題提起を率先して受け入れる体勢を作り，組合機関
そして極論すれば，「資金援助をし，組合施設の利用を認めるが市民と組合員との媒介者となる。
あくまでも動員型の運動ではなく直接民主主義型のという，が，組合組織としては口は出さない」
という結論である。運動を追求する，
これはあくまでも仮説である。だが，ある種の運動課題においては可能性の高い結論である。「タ
と「ヨコ」の論理の結合は，いくら理論的にその必要性が主張されたとしても，運動の現実はー 」
? ?
そして，「ヨコ」の論理が「タテ」の論理を変えて上記のような結論を準備しているかもしれない。
それは運動に参加した個々の組合員が，運動の中から持ち帰った意識を組合民主主いくとすれば，
義をつうじて労働組合の論理に反映していく道しかない。ただし，労働者あるいは組合員といって
も，現実に活動しているいわゆる「活動家」
参加している有志活動家のほかに，単産・単組の種々の役員や書記，地評・県評の役員や書記，総
評のオルグとして派遣されている活動家，総評本部の役員および活動家などである(総評の運動を
と呼ばれる人々はいろいろである。個人として運動に
念頭に置けば)。その立場の相違によって役割も異なるだろう。その役割を明確にし，役割に応じて
その達成のために「タテ」の論理が障害となったり，「タテ」個別課題の達成に向けて全力を尽くす。
その立場と役割に応じて組合民主主義に基づいて「タテ」の組織のの組織の支援が必要となれば，
中で発言していくことが必要であろう。
労働組合の組織性と過去の経験から市民運動が学ぶものも多いだろう。だが，基本的に重要なこ
とは，両者の関係を対等な関係におくことであり， その中でこれらの活動家が果たすべき役割を具
体的な闘争経験をもとに再検討することである。
そこで大原将爾氏の報告の第二の問題点が指摘される。すなわち，総評の地域労働運動をあまり
ということである。「タテ」系列の運動が，「連続敗北春闘」
「労資協調による企業主義への転落」と表現されるように，大きく後退しているのに対して，「地域
にもきれいに描き過ぎてはいないか，
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共闘を中心に地域労働運動として，産別闘争との協力関係や相互の運動として共闘を組む中で，自
立し地域に根ざした独自の闘いを新しい運動の領域において展開しており」と叙述される。たしか
に，われわれが労働組合の地域的活動をテーマとして設定した理由は，石川県評を中心とする運動
が反火電闘争や反原発闘争，地域春闘，パート110番等々の独自な活動を展開してきたことである。
しかし，こうした地域的活動に問題はないのだろうか。その発展のために考慮すべき問題点は何か。
そうした論点を具体的な闘争を通して検討することが，いま必要だったのではないだろうか。いい
かえれば，運動の現実と運動の理念や運動論との間をつねにフィードパックし見直すという契機が，
運動それ自体あるいは運動組織の中にあるかどうかということが問題とされなければならないだろ
つ。
これらの問題点は，われわれが傍聴した「地域労働運動を強める第九回全国集会」においても感
じられたことである。分科会に別れての討論であるため，われわれが傍聴できたのはほんの一部分
であったが，ここで関係する限りで感想を述べておこう。
第一に，第ーから第七までの七つの分科会が開催されているように，きわめて多様な諸問題が全
国各地の活動家や単産の活動家によって報告されている。全国の活動家にとっては，ここで各地の
活動の実態を交流し，みずからの活動を振り返り相互に学び合う場として貴重な経験であろう。だ
が，前にも触れたが，この交流内容を集約し相互に教訓化していくことが不足しているのではない
だろうか。各個別課題についての闘争経験には，それぞれに貴重な教訓|と他面では問題点をも抱え
ているはずである。実質二日間という限られた時間では十分ではないとしても，この集会が個々の
課題についてのより綿密な検討の出発点となるような集約の仕方があるはずである。共通する課題
については，この集会を契機としてさらに別の機会を持って個別課題についての集会を開催するこ
ともできょう。パート労働者の運動についてはそのような集会が現実に持たれて，近く報告が出版
されるとの発言もあった。また，個別闘争として注目される活動についてはより詳細な調査研究を
行い，その報告を大衆化していくことも可能であろう。大原光憲氏の報告にある「地域生活運動セ
ンター」がどの様な活動をしているかは，筆者は具体的に把握していないが，現場で活動する労働
者の要請によって活動の蓄積を図ることが，今日必要とされているだろう。そうした方向へ前進さ
せるのが主催者の義務であり，一層の活発化が期待される。
第二に，高木氏が指摘されたように，やはり flF労働者』固有の地域問題」を取り上げた場合が多
い。分科会の発言にもあるように，地域闘争の参加者である地域住民・市民の参加をも要請すべき
であろう。「地域生活圏」闘争が地域住民・市民の「ヨコ」のつながりを重視するところから発生し
ているならば，当然のことであるはずだ、が，いまだ実現していない。地域からの発言を取り入れな
いかぎり，真に「ヨコ」の論理は磨かれず，現実化もしないであろうし，新たな労働運動の領域の
展開にもつながらないだろう。多くの分科会で指摘されていた「タテ」系列の産別労働組合への要
望も，今日の労働組合運動が地域とのつながりの中でしか社会的責任を果たしえないことを，地域
からの発言を通して自覚させていく必要がある。これは，過去の労働組合の集会になかった経験ゆ
えに，当初は戸惑いも起ころうが，異なった論理の衝突を積極的に試みることこそが，地域労働運
動の担うべき試練であろう。
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第三に，地域活動ができる活動家の養成が指摘されていた。町内会， PTA，青年団，子供会，
スポーツグループなどの種々の地域活動が存在している。これらは，大原光憲氏が指摘されたよう
に，いまや保守による地域再編の大きな目となっている。しかし，これらの組織を無視あるいは否
定して済ますことが，はたしてできるだろうか。そうした場において労働者の立場から常に発言し
ていくことの必要性が強調されていたのである。ただ，こうした活動には時聞が必要である。した
がって，高木氏が強調されたように労働時間の短縮がきわめて重要な課題とならなければならない。
もちろん，時間短縮は，雇用保障の問題や労働条件の問題等としてそれ自体が今日重要な課題であ
ることはいうまでもないが。
【VI】運動の理念について
大原光憲氏は，先に引用したように「自らの地域生活圏を組織・管理し，地域文化を創造してい
く運動こそ，今日的な意味での階級闘争なのである。」と述べられた。今日地域闘争の課題として現
れている諸々の課題を見てみれば，それらは，高木氏が「企業を中心とする産業社会への地域社会
の従属」と指摘されたような消極的な事態に留まらず，産業社会の資本の論理は，より直接的に地
域の自然，地域の環境，地域の生活を破壊し，人間の生命すら奪うに至っているのである。それら
は，資本と政府の権力によって現実に進行している。様々な住民闘争の発生は，この事態に対して
生活を守り生命を守る闘いであった。そして，これらの闘争を経験する中から，今まさに新たな住
民自治の要求が出てくるのである。そして「地域生活圏」闘争は，自らの「地域生活圏」を創り出
していくものとしての位置付けを与えられた階級闘争として構想されたのである。たとえば，火力
発電所建設反対闘争にしろ，原発反対闘争にしろ，まさに資本と政府による直接的な地域社会の破
壊に対する階級闘争である。つまり，階級闘争は今や生産現場における労資の対立ばかりでなく，
地域社会において直接的により明確に目にみえる形をとって現れているのである。あるいは，国家
機密法のように現存秩序の維持強化のためには，魔女狩りまで行って人々の心の中まで支配しよう
としている。
これらの闘争を階級闘争というならば，沢井勝氏が指摘されたように，闘争過程における資本と
政府および地方自治体の分析と，階級闘争としての「地域生活圏」闘争におけるそれらの位置付け
が明らかにされなければならないだろう。しかも具体的な闘争過程の分析の中から。
【四】「労働組合の地域的活動に関する研究」の当面の課題
これまでわれわれは，石川県評を中心とする労働組合の地域的活動について，まず火電反対闘争
について調査してきた。上述してきたところからすると，この対象を通してわれわれが追求すべき
課題は次のような諸点にあると考えられる。
①資本の建設強行の論理はなにか。
巨額の資金を住民の懐柔のために投入し，地域住民の聞に賛成派・反対派という抜きがたい対立
を持ち込み地域社会を破壊してまで建設を強行しようとする資本の論理とは，一体なんだろうか。
②政府・自治体の機能・役割はなにか。
火電建設などには海上埋め立て許可や農地転用等の種々の行政による許認可事項がある。それら
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を行政が許認可するかどうかが運動の大きな争点となる。したがって，この争点、をめぐって行政当
局は，その立場と地域政策の理念とを問われることになる。そこに住民と行政との緊張関係が生ま
れ，住民自治のあり方あるいは民主主義が関われるはずである。
③争点、をめぐっての住民の意志決定はいかに成されるのか。
なんらかの意志決定を迫られた住民は，それぞれの置かれた地縁的血縁的伝統的なさまざまな生
活環境の中で，自己の行動を決定していく。その決定要因は複雑であろうが， Iヨコ」の論理を明ら
かにしていくためにも，また労働運動とのつながりを明らかにしていくためにも追求されなければ
ならない課題である。
④労働者・労働組合はこの住民運動とどのように関わったか。
労働組合と言っても県評・地区労という地域組織と単産・企業別組合とがあり，それらの組織決
定による参加と有志労働者の参加とがある。この闘争を通じてそれらがどのような形で関わったか，
どのような役割と機能を果たしたかが，課題となる。
⑤上記の諸主体は，闘争の経過とともにその意識と行動様式，政策を変化させていく。その過程を
明らかにするとともに，真の住民自治のあり方を模索すること，そして闘争に参加した労働者・労
働組合に何が残ったか，何が欠けていたかを問うことが最終的な課題となるだろう。
以上の問題意識の下に，種々の具体的な闘争経験を個別的に検討していきたいと思う。
(注) ここで検討した『季刊 労働法』掲載の論文は以下の通りである。本論文の要約は不充分と思われ
るので下記の諸論文を参照されたい。
大原光憲、「市民のニーズに応じた地域生活圏の形成をめざすJ (1983年冬， 130号)
大原将爾「国民春闘の展開と総評・地域労働運動J (1984年春， 131号)
北川隆吉「地域・自治体・労働運動」上，中，下 (1984年秋'"'-'1985年春， 13'"'-'135号)
沢井勝「地域労働運動の新たな形態を規定するもの」上，下 (1985年夏・秋， 136'"'-'137号)
北条秀衛「地域づくりと社会教育J (1985年冬， 138号)
森尾昇「地域運動の認識と現状J (1986年春， 139号)
高木郁朗「地域労働運動の課題と展望J (1986年秋， 141号)
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